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地方公営企業法第 30 条第２項の規定に基づき、審査に付さ

れた平成 26 年度門真市水道事業会計決算諸表及び関係諸帳簿、

証拠書類を審査した結果、次のとおり意見をつけて送付します。 
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Ⅰ．審査の期間 

   平成２７年６月２日から平成２７年７月２７日まで 

 

Ⅱ．審査の対象 

１．平成２６年度  門真市水道事業決算報告書 

  ２．平成２６年度  門真市水道事業損益計算書 

  ３．平成２６年度  門真市水道事業剰余金計算書 

  ４．平成２６年度  門真市水道事業剰余金処分計算書 

  ５．平成２６年度  門真市水道事業貸借対照表 

  ６．平成２６年度  門真市水道事業報告書 

７．平成２６年度  門真市水道事業キャッシュ・フロー計算書 

  ８．平成２６年度  門真市水道事業収益費用明細書 

  ９．平成２６年度  門真市水道事業資本的収入支出明細書 

 １０．固定資産明細書 

 １１．企業債明細書 

 

Ⅲ．審査の方法 

  審査にあたっては、決算報告書並びに財務諸表が地方公営企業法、その他関係法

令に準拠して作成され、かつ企業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているか

を検討し、この決算における予算執行の結果が地方公営企業の基本原則である経済

性に合致しているかどうかについて、総勘定元帳及び補助簿、関係証拠書類並びに

現金出納簿の提出を求めて照合し、一部については抽出して精査し、支払証書につ

いては例月現金出納検査を実施しているのでこれを参考とし、必要に応じ関係職員

の説明を求め審査を行った。 

   

Ⅳ．審査の結果 

  審査に付された決算書の計数については、それぞれの関係諸帳簿類と照合点検を

行ったところ、いずれも符合しており正確であることを認めた。 
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  また、決算諸表はそれぞれ関係法令の規定に適合しており、その計数は正確であ

り、平成２７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績を適正に表示しているものと認められた。 

なお、決算報告書の数値は仮受・仮払消費税を含んだ額となっており、損益計算

書の数値には消費税は含んでいない。 

  （注） １．文中及び各表中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満

を四捨五入して表示している。従って合計額と内訳の計が一致しない

場合がある。 

２．文中及び各表中の比率は原則として小数点以下第３位を四捨五入し、

第２位までを表示している。従って構成比（％）の合計（１００％）

と内訳（％）の計が一致しない場合がある。文中に用いるポイントと

はパーセンテージ間または指数間の差引数値である。 

３．文中及び各表中の符号の用法は次のとおりである。 

「０」または「0.00」     該当数値はあるが単位未満のもの 

「－」          該当数値がないもの 

「著増」         増加比率が 1,000％以上のもの 

「著減」         減少比率が 1,000％以上のもの 

 

Ⅴ．地方公営企業会計基準の見直し 

平成２６年度決算より地方公営企業会計制度の見直しに伴い、新しい地方公営企業

計基準が適用されている。このことにより現行の企業会計原則の考え方が最大限取り

入れられ、民間企業や地方独立行政法人の会計制度により近づくこととなった。 

主な見直し内容は次表のとおりである。 
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見 直 し 内 容

1 借 入 資 本 金

・借入資本金を負債に計上。なお、一年以内に返済期限が
到来する債務は、流動負債に分類する。
・負債計上に当たり、建設又は改良等に充てられた企業債
及び他会計長期借入金については、他の借入金と区分する。
・負債のうち、後年度一般会計負担分についてはその旨注
記する。

2
補助金等により取得した
固定資産の償却制度等

・任意適用が認められている「みなし償却制度」の廃止。
・償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金、一般
会計負担金等については「長期前受金」として負債（繰延
収益）に計上した上で減価償却見合い分を、順次収益化す
る。
・現に資本剰余金として整理されている補助金等について
も当初から当該補助金等が収益化されていた状態になるよ
う移行処理を行う。

3 引 当 金

・退職給付引当金の計上を義務化
・一般会計と地方公営企業会計の負担区分を明確にした上
で地方公営企業会計負担職員について退職給付引当金の引
当てを義務付ける。
・退職給付引当金以外の引当金についても、引当金の要件
を踏まえ、計上するものとする。

4 繰 延 資 産 ・新たな繰延勘定への計上を認めない。

5 た な 卸 資 産 の 価 額

・たな卸資産の価額については，時価が帳簿価額より下落
している場合には当該時価とする低価法を義務付ける。
事務用消耗品等の販売活動及び一般管理活動において短期
間に消費されるべき貯蔵品等、当該金額の重要性が乏しい
場合の評価は，低価法によらないことができるものとする。

6 減 損 会 計

・固定資産の帳簿価額が実際の収益性や将来の経済的便益

に比べ過大となっている場合に、過大な帳簿価額を適正な

金額まで減額できる減損会計を導入する。

7 リース取引に係る会計基準

・賃貸借契約であっても、その経済的実態が売買取引と同じ

状態にある場合に、資産および負債を計上する「リース会

計」を導入する。

8 セグメント情報の開示

・業務の内容が多岐にわたる場合、区分及び開示内容につ

いて適切なセグメントに係る財務情報を開示する、セグメ

ント情報の開示を導入する。

9 キャッシュ・フロー計算書

・現金の収入・支出（資金の変動）に関する情報を得るこ

とが可能となるキャッシュ・フロー計算書の作成を義務付

ける。

10 勘 定 科 目 等 の 見 直 し

・会計基準の改正の方向性も踏まえつつ地方公営企業法の
資金不足の状況をはじめとする経営情報が財務諸表上可能
な限り明らかにされるよう勘定科目の見直しを図る。
・地方公営企業の状況を適切に開示するため、重要な会計
方針等を注記し、又はこれらの事項を注記する。

11 組入資本金制度の廃止

・積立金を使用した場合などに使用した額を資本金に組み

入れる「組入資本金制度」を廃止し、使用した額の処分は

議会の関与を経て決定する。

見 直 し 項 目

公 営 会 計 基 準 の 見 直 し
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Ⅵ．審査の概要 

１．業務内容について（附表１－１、１－２） 

（１）業務量 

当年度の給水戸数は６万１，０７０戸、給水人口は１２万６，１２３人で前年

度と比べ給水戸数は１４７戸増加し、給水人口は１，１９１人減少している。 

年間総受水量は、１，４６１万７，２９０㎥で、前年度と比べ２１万６，

４５０㎥(1.46%)の減少となった。 

年間総給水量は、１，３５４万８，７８１㎥で、前年度と比べ３９万５７７㎥

(2.80%)の減少となった。この内訳及び対前年度比較は次表に示すとおり、家庭

用が１，１２８万１，６５４㎥で２８万２，８５２㎥の減少、学校官庁が３９万

４，４５２㎥で１万４，１２０㎥の減少、営業用が１３５万８，５００㎥で４万

４，１９７㎥の減少、工場用が３７万９，３２１㎥で２万８，００８㎥の減少、

湯屋用が１０万７，２６８㎥で９，４５７㎥の減少、その他が２万７，５８６㎥

で１万１，９４３㎥の減少となっている。 

 

区分

用途 水量 構成比 水量 構成比 比較増減 対前年度比率

㎥ ％ ㎥ ％ ㎥ ％

家 庭 用 11,564,506 82.96 11,281,654 83.27 △ 282,852 97.55

学校官庁 408,572 2.93 394,452 2.91 △ 14,120 96.54

営 業 用 1,402,697 10.06 1,358,500 10.03 △ 44,197 96.85

工 場 用 407,329 2.92 379,321 2.80 △ 28,008 93.12

湯 屋 用 116,725 0.84 107,268 0.79 △ 9,457 91.90

そ の 他 39,529 0.28 27,586 0.20 △ 11,943 69.79

合 計 13,939,358 100.00 13,548,781 100.00 △ 390,577 97.20

25年度 26年度

用 途 別 給 水 状 況 表

 

一方、年間総配水量についても、１，４４２万４，９３０㎥で前年度に比べ 

２５万６，８５０㎥(1.75%)の減少となった。 
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 また、有収率（有収水量／配水量×１００）については９３．９３％で前年度

に比べ１．０３ポイント減少している。 

26年度配水量 26年度有収水量

24年度 25年度 26年度 ㎥ ㎥

門 真 市 94.85 94.96 93.93 14,424,930 13,549,389

守 口 市 93.33 94.94 93.69 16,888,930 15,823,084

枚 方 市 94.06 94.36 93.15 46,682,793 43,484,314

寝屋川市 96.85 96.51 96.18 25,078,516 24,120,807

大 東 市 94.88 95.19 94.65 14,083,832 13,329,900

四條畷市 96.75 96.48 95.26 5,885,863 5,607,051

交 野 市 98.26 97.34 97.67 7,675,325 7,496,809

団 体 名

近 隣 各 市 の 有 収 率

有　収　率（％）

 

 

（２）建設改良工事 

建設改良工事に関しては、老朽化配水管の更新工事として延長１，１６４．７

１ｍを布設し、公共下水道工事に伴う移設工事等として延長６１９．４９ｍの配

水管を布設している。 

 

２．予算執行状況（附表３） 

（１）収益的収入及び支出 

     当年度における収益的収入の決算状況は、予算額３１億７，８３１万６千円

に対し、決算額は３０億９，０１９万１千円（うち仮受消費税及び地方消費税

２億２６３万円）で９７．２３％の執行率となり、決算額を前年度と比較する

と１億４１０万２千円(3.49%)増加している。 

        この内訳及び対前年度比較は、営業収益が２８億９，７１７万１千円（うち

仮受消費税及び地方消費税１億９，８８５万５千円）で９９６万７千円の増加、

営業外収益が１億９，３０２万円（うち仮受消費税及び地方消費税３７７万４

千円）で９，４１３万５千円の増加となっている。 

    また、収益的支出については予算額２８億８，６５５万８千円に対し、決算
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額は２５億１，７６３万９千円（うち仮払消費税及び地方消費税１億２，２０

０万８千円）で８７．２２％の執行率となり、決算額を前年度と比較すると２

億１，１７１万８千円(9.18%)増加している。 

      この内訳及び対前年度比較は、営業費用が２３億９０３万８千円（うち仮払

消費税及び地方消費税１億２，１７２万４千円）で１億８，１０７万９千円の

増加、営業外費用が１億６，９６１万８千円（うち仮払消費税及び地方消費税

４万９千円）で３３８万５千円の減少、特別損失が３，８９８万３千円（うち

仮払消費税及び地方消費税２３万５千円）３，４０２万４千円の増加となって

いる。 

（２）資本的収入及び支出 

当年度における資本的収入の決算状況については、予算額２億７，５５８万

２千円に対し、決算額は１億６，７８７万７千円で６０．９２％の執行率とな

り、決算額を前年度と比較すると６，０７７万５千円(56.74%)の増加となって

いる。 

      この内訳及び対前年度比較は、企業債が５，０００万円で増減なし、工事負

担金が１億１，７８７万７千円で６，０７７万５千円の増加となっている。 

    また、資本的支出については予算額１２億１，７２５万４千円に対し、決算

額は８億９，９１３万６千円（うち仮払消費税及び地方消費税４，２０８万４

千円）で７３．８７％の執行率となり、決算額を前年度と比較すると２億６，

７６２万２千円(42.38%)の増加となっている。 

この内訳及び対前年度比較は、建設改良費が６億４，１３８万４千円（うち

仮払消費税及び地方消費税４，２０８万４千円）で２億５，９３６万７千円の

増加、企業債償還金が２億５，７７５万２千円で８２５万５千円の増加となっ

ている。 

なお、当年度資本的収入額１億６，７８７万７千円に対し資本的支出額が８

億９，９１３万６千円となり、差し引き７億３，１２５万９千円不足したが、

この不足額については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３，

３７８万６千円、過年度分損益勘定留保資金３億１１０万９千円、当年度分損
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益勘定留保資金５，６３６万５千円、建設改良積立金２億９，０００万円、減

債積立金５，０００万円で補填されている。 

 

３．経営成績（損益計算書）について 

当年度の経営収支については、次表に示すとおり総収益が２８億８，７５６万

１千円に対し、総費用は２３億４，９７２万９千円で、当年度純利益は５億３，

７８３万２千円となっている。 

また、未処分利益剰余金変動額が８億４，２５５万６千円計上され、前年度繰

越利益剰余金が６６１万７千円であるので当年度未処分利益剰余金は１３億８，

７００万５千円となった。 

 

年

度 金　　　額 対22年度比 対前年度比 金　　　額 対22年度比 対前年度比 金　　　額 損益比率

22 3,017,592 100.00 95.51 2,696,805 100.00 92.31 320,787 111.90

23 2,941,688 97.48 97.48 2,520,733 93.47 93.47 420,955 116.70

24 2,871,921 95.17 97.63 2,420,418 89.75 96.02 451,503 118.65

25 2,847,105 94.35 99.14 2,183,210 80.96 90.20 663,895 130.41

26 2,887,561 95.69 101.42 2,349,729 87.13 107.63 537,832 122.89

総　　収　　益 総　　費　　用 損　　益

経 営 成 績 の 推 移

 

（１）事業収益 

事業収益は次表に示すとおり２８億８，７５６万１千円で、前年度と比較す

ると４，０４５万６千円(1.42%)の増収となっている。 

事業収益の内訳は営業収益が２６億９，８３１万６千円で、前年度と比較す

ると５，４１３万４千円(1.97%)の減収、営業外収益が１億８，９２４万５千

円で、前年度と比較すると９，４５９万円(99.93%)の増収となっており、構成

比は営業収益が９３．４５％、営業外収益が６．５５％となっている。 

次に事業収益の主たるものを前年度と比較してみると、事業収益の８７．６

９％を占める給水収益は、有収水量の減少などにより９，２４９万９千円の減

収、受託工事収益は下水道受託工事の増加等により２，８７３万５千円の増収
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となっている。 

また、地方公営企業会計制度の見直しにより、長期前受金戻入が１億２，７

５１万８千円の増収となっているが、長期前受金戻入は、償却資産の取得また

は改良に伴い交付された補助金、一般会計負担金等を長期前受金として負債に

計上したうえで、減価償却見合い分を順次収益化するものであるため、現金収

入を伴わない収益である。 

    

25年度 構成比 26年度 構成比 比較増減 対前年度比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

営　　業　　収　　益 2,752,450 96.68 2,698,316 93.45 △ 54,134 98.03

給 水 収 益 2,624,625 92.19 2,532,126 87.69 △ 92,499 96.48

受 託 工 事 収 益 55,630 1.95 84,365 2.92 28,735 151.65

そ の 他 営 業 収 益 72,195 2.54 81,825 2.83 9,630 113.34

営　業　外　収　益 94,655 3.32 189,245 6.55 94,590 199.93

受取利息及び配 当金 3,898 0.14 4,409 0.15 511 113.11

補 助 金 1,788 0.06 1,652 0.06 △ 136 92.39

長 期 前 受 金 戻 入 0 0.00 127,518 4.42 127,518 皆　増

引 当 金 戻 入 益 0 0.00 3,068 0.11 3,068 皆　増

雑 収 益 7,319 0.26 7,598 0.26 279 103.81

加 入 金 81,650 2.87 45,000 1.56 △ 36,650 55.11

特　　別　　利　　益 0 0.00 0 0.00 0 -

固 定 資 産 売 却 益 0 0.00 0 0.00 0 -

過 年 度 損 益 修 正 益 0 0.00 0 0.00 0 -

合　　　　　　計 2,847,105 100.00 2,887,561 100.00 40,456 101.42

区　　　分

事 業 収 益

 

（２）事業費用 

事業費用は次表に示すとおり２３億４，９７２万９千円で、前年度と比較す

ると１億６，６５１万９千円(7.63%)の費用増となっている。 

事業費用の内訳は営業費用が２１億８，７３１万４千円で、前年度と比較す

ると１億３，４７４万４千円(6.56%)の費用増、営業外費用が１億２，３６６

万７千円で、前年度と比較すると２２５万円(1.79%)の費用減、特別損失が３，

８７４万８千円で、前年度と比較すると３，４０２万５千円(820.41%)の費用

増となっており、構成比は営業費用が９３．０９％、営業外費用が５．２６％、
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特別損失が１．６５％となっている。 

次に、事業費用の主たるものを前年度と比較してみると、事業費用の５１．

５６％を占める原水及び浄水費は受水費の減などにより１，２４８万４千円の

費用減、配水及び給水費は委託料の減などにより２５６万８千円の費用減、業

務費は職員給与費の減などにより２６１万３千円の費用減、総係費は職員給与

費の減などにより１，８７６万２千円の費用減、その他特別損失は、地方公営

企業会計制度の見直しよる賞与引当金、法定福利引当金の計上により１，７８

７万４千円の費用増となっている。 

25年度 構成比 26年度 構成比 比較増減 対前年度比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

営　　業　　費　　用 2,052,570 94.02 2,187,314 93.09 134,744 106.56

原 水 及 び 浄 水 費 1,224,103 56.07 1,211,619 51.56 △ 12,484 98.98

配 水 及 び 給 水 費 150,232 6.88 147,664 6.28 △ 2,568 98.29

受 託 工 事 費 58,767 2.69 89,793 3.82 31,026 152.79

業 務 費 177,894 8.15 175,281 7.46 △ 2,613 98.53

総 係 費 113,751 5.21 94,989 4.04 △ 18,762 83.51

減 価 償 却 費 307,310 14.08 412,101 17.54 104,791 134.10

資 産 減 耗 費 20,513 0.94 55,867 2.38 35,354 272.35

そ の 他 営 業 費 用 0 0.00 0 0.00 0 -

営　業　外　費　用 125,917 5.77 123,667 5.26 △ 2,250 98.21

支 払 利 息 及
び 企 業 債 取 扱 諸 費

125,784 5.76 117,846 5.02 △ 7,938 93.69

雑 支 出 133 0.01 5,821 0.25 5,688 著　増

特別損失 4,723 0.22 38,748 1.65 34,025 820.41

過 年 度 損 益 修 正 損 4,723 0.22 20,874 0.89 16,151 441.96

そ の 他 特 別 損 失 0 0.00 17,874 0.76 17,874 皆　増

合　　　　　　計 2,183,210 100.00 2,349,729 100.00 166,519 107.63

区　　　分

事 業 費 用

 

   企業債現在高の推移は次表のとおりである。 

企業債残高推移表 

区分 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

  (千円) (千円) (千円) 

年度当初残高 5,037,733 4,836,460 4,636,963 

当該年度借入高 50,000 50,000 50,000 

当該年度償還高 251,273 249,497 257,752 

年度末残高 4,836,460 4,636,963 4,429,211 
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次に、事業に要した費用を性質別に前年度と比較してみると次表に示すとお

り、人件費は２億２，６６６万７千円で前年度と比較すると５６４万円（2.55%）

の費用増となっている。 

物件費等は２１億２，３０６万２千円で前年度と比較すると１億６，０８７

万９千円（8.20%）の費用増となっている。これは、地方公営企業会計制度の見

直しによる有形固定資産減価償却費の増加により１億４７９万１千円の費用増

となったのをはじめ、工事請負費、その他の経費などが費用増になったことに

よるものである。 

25年度 構成比 26年度 構成比 比較増減 対前年度比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

221,027 10.12 226,667 9.65 5,640 102.55

給料 107,292 4.91 104,846 4.46 △ 2,446 97.72

手当等※児童手当除く 72,643 3.33 57,546 2.45 △ 15,097 79.22

賞与引当金繰入額 0 0.00 12,213 0.52 12,213 皆　増
その他特別損失
（賞与引当金繰入額） 0 0.00 15,199 0.65 15,199 皆　増

退職給付金 6,300 0.29 0 0.00 △ 6,300 0.00

法定福利費 34,792 1.59 31,951 1.36 △ 2,841 91.83

法定福利費引当金繰入額 0 0.00 2,237 0.10 2,237 皆　増
その他特別損失
（法定福利費引当金繰入額） 0 0.00 2,675 0.11 2,675 皆　増

物　件　費　等 1,962,183 89.88 2,123,062 90.35 160,879 108.20

委託料 263,218 12.06 256,775 10.93 △ 6,443 97.55

工事請負費 70,988 3.25 100,693 4.29 29,705 141.85

受水費 1,112,530 50.96 1,096,297 46.66 △ 16,233 98.54

有形固定資産減価償却費 307,310 14.08 412,101 17.54 104,791 134.10

企業債利息 125,784 5.76 117,846 5.02 △ 7,938 93.69

その他の経費 82,353 3.77 139,350 5.93 56,997 169.21

2,183,210 100.00 2,349,729 100.00 166,519 107.63合　　　　　　計

区　　　分

人　件　費

事 業 費 用 （ 性 質 別 ）

 

（３）原価について 

次表に示すとおり本年度の給水原価（有収水量１㎥当りの原価）は、有収

水量の減少により、前年度に比べ２円４９銭増の１５４円５２銭となってい

る。 

     一方、供給単価（有収水量１㎥当りの給水収益）は、前年度に比べ１円３

７銭減の１８６円８８銭となっている。 

     収益性すなわち有収水量１㎥当りの供給単価と給水原価の差は前年度３６
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円２２銭の収支差益であったが、３円８６銭減少し、３２円３６銭の利益と

なっている。 

 

区分

有収水量 水 道 事 業 費 用 利　益（円）

年度 受託工事費等を除く （B-A）

14,655,908 2,646,231,420 180.56 2,840,169,451 193.79

100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

14,375,750 2,470,974,587 171.88 2,721,137,981 189.29

98.09 93.38 95.20 95.81 97.68

14,073,540 2,346,379,175 166.72 2,658,739,303 188.92

96.03 88.67 92.34 93.61 97.49

13,942,457 2,119,720,075 152.03 2,624,624,714 188.25

95.13 80.10 84.20 92.41 97.14

13,549,389 2,093,671,004 154.52 2,532,126,025 186.88

92.45 79.12 85.58 89.15 96.43

(下段は対22年度比)

26 32.36

原価表

給水原価（Ａ） 供給単価（Ｂ）

1㎥当り
（円）

給　水　収　益
1㎥当り
（円）

22

25 36.21

24 22.19

23 17.40

13.23

 

 

４．財政状況について（附表７） 

（１）資産について 

   資産総額は１３３億９，７５３万８千円で制度改正による移行振替後の今

年度期首金額（以下、「前年度」とする）に比べ４億８，９０１万６千円

(3.79%)の増加となっている。 

（ア）固定資産は９９億４６７万円(構成比 73.93%)で、前年度に比べ１億４，

０５３万２千円(1.44%)増加している。 

（イ）流動資産は３４億９，２８６万８千円(構成比 26.07%)で、前年度に比

べ３億４，８４８万４千円(11.08%)増加している。これは主に、現金預

金の増加によるものである。 

（２）負債について 

負債合計は８５億４，０３９万８千円(構成比 63.75%)で、前年度に比べ７，

０２８万１千円(0.82%)の減少となっている。 

（ア）固定負債は４６億３，５８８万４千円(構成比 34.60%)で前年度に比べ
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３億２８７万６千円(6.13%)の減少となっている。 

（イ）流動負債は８億９，６８６万円(構成比 6.69%)で前年度に比べ２億５，

１２１万１千円(38.91%)増加している。これは主に、未払金の増加によ

るものである。 

（ウ）地方公営企業会計制度の見直しにより、償却資産の取得または改良に

伴い交付された補助金等について繰延収益（長期前受金）として３０億

７６５万４千円が計上されている。 

   （３）資本について 

資本合計は４８億５，７１４万円(構成比 36.25%)で、前年度に比べ５億

５，９２９万７千円(13.01%)の増加となっている。 

（ア）資本金は１８億７，６８６万２千円(構成比 14.01%)で前年度から増減

はしていない。 

（イ）剰余金は２９億８，０２７万８千円(構成比 22.24%)で前年度に比べ５

億５，９２９万７千円(23.10%)増加している。これは主に、利益剰余金

の増加によるものである。 

  （４）負債資本合計について 

負債資本合計は１３３億９，７５３万８千円で前年度に比べ４億８，９

０１万６千円(3.79%)の増加となっている。 

５．収入の状況 

（１）当事業の収入状況については、次表に示すとおり収入調定額は当年度分

３０億９，０１９万１千円、過年度繰越分４億４３４万５千円、合計３４

億９，４５３万６千円、収入額は当年度分２７億５，２８６万８千円、過

年度繰越分３億８，３０７万４千円の計３１億３，５９４万２千円(収入率

89.74%)となり、前年度に比べ収入額は２億２，１０５万円の増加となって

いる。 

なお、収入率においては過年度繰越分で１．４９ポイント、当年度分で

は２．０６ポイントの増加となっており、合計で２．０８ポイント増加し

ている。 
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新会計基準の適用により給水収益の未収金等の将来の貸倒れに備え貸倒

引当金を計上することが義務付けられた。 

貸倒れは納入義務者の所在不明等により徴収不能となったもので、今年

度の貸倒れ発生額は４９４万３千円となっている。 

未納者に対する適時の督促など債権の適切な管理に努め、より一層収入

率の向上に努められたい。 

   

収　入　状　況　比　較 ※消費税込

科　　目 年　度 調　　定　　額 収　　入　　額 貸 倒 れ 発 生 額 収入未済額 収入率
千円 千円 千円 千円 ％

26 2,725,230 2,431,749 0 293,481 89.23

給 水 収 益 25 2,755,856 2,463,406 0 292,450 89.39

増減 △ 30,626 △ 31,657 0 1,031 △ 0.16

26 84,731 71,469 0 13,262 84.35

受託工事収益 25 55,848 2,198 0 53,650 3.94

増減 28,883 69,271 0 △ 40,388 80.41

26 87,210 58,403 0 28,807 66.97

その他営業収益 25 75,500 56,086 0 19,414 74.29

増減 11,710 2,317 0 9,393 △ 7.32

26 193,020 191,247 0 1,773 99.08

営 業 外 収 益 25 98,885 76,947 0 21,938 77.81

増減 94,135 114,300 0 △ 20,165 21.27

26 0 0 0 0 －

特 別 利 益 25 0 0 0 0 －

増減 0 0 0 0 －

26 3,090,191 2,752,868 0 337,323 89.08

収 入 計 25 2,986,089 2,598,637 0 387,452 87.02

増減 104,102 154,231 0 △ 50,129 2.06

26 404,345 383,074 4,943 16,328 94.74

過年度繰越分 25 339,132 316,255 4,960 17,917 93.25

増減 65,213 66,819 △ 17 △ 1,589 1.49

26 3,494,536 3,135,942 4,943 353,651 89.74

合 計 25 3,325,221 2,914,892 4,960 405,369 87.66

増減 169,315 221,050 △ 17 △ 51,718 2.08

-13-



 

（２）水道料金の徴収状況は、次表に示すとおり口座振替が２０万１，３５４件

(構成比 69.93%)で徴収額２０億９，１４６万円(構成比 76.85%)、自主納付

が８万６，５９１件(構成比 30.07%)で徴収額６億３，００２万８千円(構成

比 23.15%)となっている。なお自主納付の内コンビニエンス・ストアでの納

付状況は７万３，０７８件で徴収額４億１２６万７千円となっている。 

     口座振替による納付やコンビニエンス・ストアでの水道料金の取り扱いは、

住民の利便性の向上と収入事務の迅速化に資するものであるため、より一層

推進されたい。 

 

徴 収 額 2,162,948 千円 832,294 千円 2,995,242 千円

構 成 比 率 72.21 ％ 27.79 ％ 100.00 ％

件 数 201,975 件 88,471 件 290,446 件

構 成 比 率 69.54 ％ 30.46 ％ 100.00 ％

徴 収 額 2,059,890 千円 791,795 千円 2,851,685 千円

構 成 比 率 72.23 ％ 27.77 ％ 100.00 ％

件 数 199,918 件 88,264 件 288,182 件

構 成 比 率 69.37 ％ 30.63 ％ 100.00 ％

徴 収 額 2,002,635 千円 788,208 千円 2,790,843 千円

構 成 比 率 71.76 ％ 28.24 ％ 100.00 ％

件 数 198,723 件 89,789 件 288,512 件

構 成 比 率 68.88 ％ 31.12 ％ 100.00 ％

徴 収 額 2,013,925 千円 739,058 千円 2,752,983 千円

構 成 比 率 73.15 ％ 26.85 ％ 100.00 ％

件 数 200,675 件 87,777 件 288,452 件

構 成 比 率 69.57 ％ 30.43 ％ 100.00 ％

徴 収 額 2,091,460 千円 630,028 千円 2,721,488 千円

構成比率 76.85 ％ 23.15 ％ 100.00 ％

件　　数 201,354 件 86,591 件 287,945 件

構成比率 69.93 ％ 30.07 ％ 100.00 ％

納　　　　付　　　　別

22

23

24

25

26

合　　計

水 道 料 金 徴 収 状 況

年度
口座振替 自主納付

区　分
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６．資金の状況について 

地方公営企業会計制度の見直しによりキャッシュ・フロー計算書の作成が義

務づけられた。発生主義会計のもとでは収益・費用を認識する会計期間と現金

の収入・支出を認識する時期とに差異が生じるが、キャッシュ・フロー計算書

の導入により、この現金の収入・支出（資金の変動）に関する情報を得ること

が可能となった。キャッシュ・フロー計算書は「業務活動」、「投資活動」及び

「財務活動」の三つの区分について示されている。 

業務活動によるキャッシュ・フローは、企業が外部からの資金調達に頼るこ

となく営業能力を維持するためにどの程度の資金を主たる業務活動から獲得し

たかを示すものである。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、将来の利益及び資金獲得のための設

備投資にどの程度の資金を投下したか、また、投下した資金をどの程度回収し

たかを示すものである。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、営業活動及び投資活動を維持するた

めにどの程度の資金が調達され、また、どの程度の資金が資本の提供者に返済

されたかを示している。 

今年度の各キャッシュ・フローを見ると、業務活動によるキャッシュ・フロ

ーは８億５，４９６万５千円、投資活動によるキャッシュ・フローは△２億８，

７６２万４千円で財務活動によるキャッシュ・フローは、△２億７７５万２千

円となっている。 

以上の三つの区分から当年度の資金は３億５，９５８万８千円の増加となり、

資金期末残高は３０億４，４９９万２千円となる。 
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平成２６年度

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 537,832

減価償却費 412,101

固定資産除却費 46,667

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 61,833

修繕引当金の増減額（△は減少） △ 11,141

賞与・法定福利費引当金の増減額（△は減少） 17,994

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,365

長期前受金戻入額 △ 127,518

受取利息及び受取利息配当金 △ 4,409

支払利息 117,846

有形固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） 51,719

未払金の増減額（△は減少） △ 24,416

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 859

前払金の増減額（△は減少） △ 1,490

前受金の増減額（△は減少） △ 2,278

預り金の増減額（△は減少） 823

他会計貸付金の増減額（△は増加） 0

小計 968,401

利息及び配当金の受取額 4,409

利息の支払額 △ 117,846

業務活動によるキャッシュフロー 854,965

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 362,361

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 74,737

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 287,624

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 50,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 257,752

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 207,752

資金増加額（又は減少額） 359,588

資金期首残高 2,685,404

資金期末残高 3,044,992

区分

水道事業キャッシュ・フロー計算書（対前年度比較：千円単位）
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７．第４次水道施設等整備事業について 

平成２２年度から平成２８年度を目標に、老朽化配水管の布設替工事及び災害

時を見据えた病院等の重要施設、応急給水拠点となる避難所等への配水管路の耐

震化を図り、安定給水の確保を目指し、第４次水道施設等整備事業に着手してい

る。 

今年度の整備事業は、次表に示すとおり決算額１億７，９２５万７千円で、工

事概要については、老朽化配水管、口径７５ｍｍ～３００ｍｍを布設替したもの

である。 

(単位：千円)

施工

区分 　事　業　内　容 事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

315,054 一式 153,007

工　事　費　合　計 1,467,058 391,394 153,007

分　　　担　　　金 5,250 5,423 0

委　　　託　　　料 46,983 0 0

事　　　務　　　費 92,417 120,404 24,242

21,000 0 0

消　　　火　　　栓 15,810 6,207 2,008

　合　　　　　　計 1,648,518 523,428 179,257

財源 起　　　　　債 1,450,103 360,000 50,000

 自　己　資　金 198,415 163,428 129,257

内訳 　合　　　　計 1,648,518 523,428 179,257

第 ４ 次 水 道 施 設 等 整 備 事 業

材　　　料　　　費

府営門真千石西町住宅建替工
事に伴う配水管布設替工事
φ150～300mm

623m 130,103

八尾・枚方線配水管布設替工
事 φ200mm

880m

老朽化配水管布設替工事
φ75～φ400㎜

一式

配
　
水
　
施
　
設

備考
平成26年度施工済

1,216,955

120,000

全体事業 (平成22年度～平成28年度)
施工年度

（平成22年度～平成25年度）

559m

一式

0m 0 0m 0

0m 076,340
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む す び   

 

 平成２６年度の門真市水道事業会計の決算審査は以上のとおりである。 

事業収益は、２８億８，７５６万１千円で、前年度に比べ４，０４５万６千円(１.４２％)

の増収となっている。 

この主たる要因は、給水収益が有収水量の減少により、前年度と比べ９，２４９万９千円減

収となったものの、受託工事収益が下水道受託工事の増加等により２，８７３万５千円増加し、

地方公営企業会計制度の見直しに伴い、長期前受金戻入が１億２，７５１万８千円発生したこ

とによるものである。 

事業費用は、２３億４，９７２万９千円で、前年度に比べ１億６，６５１万９千円（7.63%）

の費用増となっている。 

この主たる要因は、営業費用で原水及び浄水費が受水費の減などにより１，２４８万４千円

の費用減となったものの、地方公営企業会計制度の見直しに伴い、減価償却費が１億４７９万

１千円増加、資産減耗費が３，５３５万４千円増加、特別損失が３，４０２万５千円増加した

ことによるものである。 

事業収益２８億８，７５６万１千円から事業費用２３億４，９７２万９千円を差し引いた結

果、当年度純利益は５億３，７８３万２千円であった。 

 なお、未処分利益剰余金変動額８億４，２５５万６千円、前年度繰越利益剰余金６６１万７

千円に当年度純利益を加えた結果、当年度未処分利益剰余金は１３億８，７００万５千円とな

った。 

経営分析からも認められるとおり、主要な数値は概して良好な水準で推移し、評価できるも

のであり、利益剰余金は平成１４年度から継続して計上され、安定した状態が維持されている

状況にある。 

しかし、水道事業を取り巻く環境は、給水人口の減少、営業用や工場用等の大口使用者の縮

小・撤退、節水意識や節水機器の普及による節水型社会への移行などにより、事業収益の柱で

ある料金収入に直接つながる有収水量は年々逓減しており、今後も給水収益の伸びは期待でき

ない。 

一方で、市内配水管総延長２１９，３５２ｍの内、布設後４１年以上を経過する配水管は、

９２，４９９ｍ（４２．１％）を占めており、市内配水管の耐震化率は１７．９％に留まって
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いることから、今後も中長期的な計画の下、優先順位を定めて更新を進めていく必要がある。 

このような状況において、本年度からは、地方公営企業会計制度の見直しにより、新たな基

準が適用されている。見直し内容については意見書の冒頭で記載したとおりであるが、新たな

基準により、損益構造、資産・負債の状況等が明らかになり、より効率的な事業運営に資する

ことが期待される。また、各種引当金の計上が義務化され、貸倒引当金については、これまで

の実績に基づいて算定することから、今後も更に適切な債権管理に努めるよう求められること

となる。 

今回の見直しを契機として、人口減少社会、インフラ更新時代に対応することができる経営

方針、財務基盤を確立し、安全で良質な水の安定供給と災害に強い施設整備を実施し、市民に

信頼される水道事業を推進されるよう要望する。 
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（附表　１－１）

給水人口

総 人 口

給水人口

計画給水人口

受水量

年間日数

配水量

年間日数

業 務 実 績 表

項　　　　　目 ２５年度 ２６年度
前 年 度 に 対 す る 比 較

備　　　　　　　　　　　　考
比 率（％） 増　　減

総 人 口 127,314 人 126,123 人 99.06 △ 1,191 人 年度末現在

給 水 人 口 127,314 人 126,123 人 99.06 △ 1,191 人 年度末現在

計 画 給 水 人 口 151,130 人 151,130 人 100.00 0 人 第２次水道拡張事業

普 及 率

100.00 ％ 100.00 ％ 100.00 0.00 ％ 　×　１００

84.24 ％ 83.45 ％ 99.06 △ 0.79 ％ 　×　１００

給 水 戸 数 60,923 戸 61,070 戸 100.24 147 戸 年度末現在

配 水 能 力 72,000 ㎥ 72,000 ㎥ 100.00 0 ㎥ ㎥／日

受 水 量 14,833,740 ㎥ 14,617,290 ㎥ 98.54 △ 216,450 ㎥ 年間総受水量

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 14,833,740 ㎥ 14,617,290 ㎥ 98.54 △ 216,450 ㎥

配 水 量 14,681,780 ㎥ 14,424,930 ㎥ 98.25 △ 256,850 ㎥ 年間総配水量

１ 日 平 均 受 水 量 40,640 ㎥ 40,047 ㎥ 98.54 △ 593 ㎥

１ 日 平 均 配 水 量 40,224 ㎥ 39,520 ㎥ 98.25 △ 704 ㎥

△ 1,700 ㎥ 平成26年7月16日１ 日 最 大 配 水 量 46,550 ㎥ 44,850 ㎥ 96.35
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（附表　１－２）

1日最大配水量

給 水 人 口

1日平均配水量

給 水 人 口

有 収 水 量

配  水  量

１日平均配水量

1日最大配水量

１日平均配水量

配 水 能 力

1日最大配水量

配 水 能 力

項　　　　　目 ２５年度 ２６年度
前 年 度 に 対 す る 比 較

備　　　　　　　　　　　　考
比 率（％） 増　 減

１ 人 １ 日 最 大 配 水 量 366 ℓ 356 ℓ 97.27 △ 10 ℓ 　×　1,000

１ 人 １ 日 平 均 配 水 量 316 ℓ 313 ℓ 99.05 △ 3 ℓ 　×　1,000

有 収 水 量 13,942,457 ㎥ 13,549,389 ㎥ 97.18 △ 393,068 ㎥ 年間総有収水量

有 収 率 94.96 ％ 93.93 ％ 98.92 △ 1.03 ％ 　× 100

負 荷 率 86.41 ％ 88.12 ％ 101.98 1.71 ％ 　× 100

施 設 利 用 率 55.87 ％ 54.89 ％ 98.25 △ 0.98 ％ 　× 100

最 大 稼 動 率 64.65 ％ 62.29 ％ 96.35 △ 2.36 ％ 　× 100

配 水 管 延 長 220,080 ｍ 219,352 ｍ 99.67 △ 728 ｍ 年度末現在（　75　～ 1,200㎜ ）

職 員 数 28 人 28 人 100.00 0 人 年度末現在（管理者含まず ）

職 員 １ 人 当 り 給 水 人 口 5,787 人 5,733 人 99.07 △ 54 人
給　水　人　口

損益勘定所属職員数（管理者含まず）

職 員 １ 人 当 り 有 収 水 量 633,748 ㎥ 615,881 ㎥ 97.18 △ 17,867

職 員 １ 人 当 り 営 業 収 益 125,111,349 円 122,650,733 円 98.03

△ 70,235,577

㎥
有  収  水  量

損益勘定所属職員数（管理者含まず）

△ 2,460,616

円
有 形 固 定 資 産

職員数（管理者含まず）

円
営　業　収　益

損益勘定所属職員数（管理者含まず）

職員１人当り有形固定資産 423,901,182 円 353,665,605 円 83.43
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　（附表　２－１）

２ ４ 年 度 ２ ５ 年 度 ２ ６ 年 度

企業債で建設することとなるので、全般的に低率となっている。

資本的弾力性を見るもので、100％以下が理想とされ100％を超える場合は借入金

を企業債に依存していることから必然的に比率は高くなる。

固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行うべきであり、100％以下が

ない。

企業の短期支払能力を示すもので、１年以内に支払うべき債務に対する現金預金、

流動性を確保するには200％以上が理想とされている。

流動比率と趣旨を同じくするもので、流動負債に対する即時支払能力に対する

が高くなり、200％以上が理想とされている。

上記の単年度欠損比率と同様に経営悪化の度合いを示すものであるが、累積欠損

ならない。

※　地方公営企業会計制度の見直しに伴い、平成２６年度より一部算出方法が変更されています。

経　　　営　　　分　　　析　　　表

分　析　項　目
比　率（％）

算　　　　　　　　　　　　式（２６年度） 摘　　　　　　　　　　　　　要

構
　
成
　
比
　
率

固定資産構成比率 81.16 78.95 73.93
固 定 資 産 総資産中に占める固定資産の割合を示し、比率が大きくなることは資本の固定化、

　× 100
資 産 合 計 固定費の増加、資金繰りの悪化を示す。

自己資本構成比率 59.91 62.86 58.70

負債資本合計に占める自己資本の割合を示すものである。この比率が高いほど

良いが、通常公営企業はサービスの提供について、その元となる施設にあっては、

固定負債構成比率 37.00 34.56 34.60
固定負債＋借入資本金 固定負債（固定負債＋借入資本金）が負債資本合計に占める割合を示し、比率が

低いほど良い。

負 債 資 本 合 計

自己資本金＋剰余金＋繰延収益

財
　
　
　
　
　
務
　
　
　
　
　
比
　
　
　
　
　
率

固 定 比 率 135.47 125.59 125.94 により固定資産が調達されたことを示している。当公営企業の場合は、建設資金

固 定 資 産 対
83.74 81.04 79.23 基準とされ、100％を超える場合は一部短期資金で賄われることになり、好ましく

長 期 資 本 比 率

現金預金の割合を示すもので、100％に近くなるほど資金繰りが安定し、支払能力
流 動 負 債

流 動 比 率 610.02 815.98 389.46
流 動 資 産

　× 100

現 金 比 率 435.65 692.30 339.52
現 金 預 金

　× 100

単年度欠損金比率   -   -   -
単 年 度 欠 損 金 経営悪化の度合いを示すもので、主たる事業収入に対する単年度欠損金の割合を示

　× 100
営業収益－受託工事収益 すものである。単年度欠損金が生じた場合は早速解消する必要がある。

累 積 欠 損 金 比 率   -   -   -
累 積 欠 損 金

　× 100

  -
（流動負債－企業債）－（流動資産－翌年度繰越財源） この比率が10％を上回る企業については、現在、地方公営企業の再建措置要領や

　× 100
営業収益－受託工事収益 赤字企業に対する起債制限等の指導が行われる。

損益計算書が示す支払利息及び企業債取扱諸費を貸借対照表に示された借入資本

金と比較することにより利子率を計算したものである。

支払利息＋企業債取扱諸費
　× 100

企業債＋一時借入金

固　定　資　産

資本金＋剰余金＋固定負債＋繰延収益
　× 100

利 子 負 担 率 2.76 2.71 2.66

不 良 債 務 比 率   -   -

　× 100

固　定　資　産

　× 100
負 債 資 本 合 計

金が生じた場合は相当企業財政は困窮しているので、緊急に対策を講じなければ
営業収益－受託工事収益

短期債務（未収金等）が十分あるかを判断するもので、経営上100％以上が望まれ、
流 動 負 債

自己資本金＋剰余金＋繰延収益
　× 100
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　　（附表２－２）

２ ４ 年 度 ２ ５ 年 度 ２ ６ 年 度

回 回 回

上記と同様の意味を示し、拡張事業を実施する場合、その財源を企業債に頼らざるを得

を考慮して施設拡張は慎重に行うべきである。

※　地方公営企業会計制度の見直しに伴い、平成２６年度より一部算出方法が変更されています。

分 析 項 目
比　率（％）

算            式 摘            要

回
 
 
 
 
転
 
 
 
 
率

固 定 資 産 回 転 率 0.24 0.23 0.27
営業収益－受託工事収益 営業収益と資産に投下された資本との関係で設備利用の適否を見るものであり、設備が

（期首固定資産＋期末固定資産）÷２ 有効的に利用されているかを示すもので、比率が高いほど設備の効率使用となる。

流 動 資 産 回 転 率 1.08 0.93 0.79
営業収益－受託工事収益 この比率が高いほど流動資産の平均有高の過少を表し、この比率の低いほど流動資産の

（期首流動資産＋期末流動資産）÷２ 過大を表すものである。

未 収 金 回 転 率 7.59 6.60 6.01
営業収益－受託工事収益 １年間にどのくらい回収したかを表すもので、未収金に固定する金額の適否を測定する

（期首未収金＋期末未収金）÷２ ものであり、比率が高ければそれだけ未収金の回転速度が良好である。

未 払 金 回 転 率 9.33 9.87 7.39
営業収益－受託工事収益

この比率が高ければ未払い債務が少なく、債務の弁済期間が短いことを示す。
（期首未払金＋期末未払金）÷２

収
 
益
 
率

総 収 益 対
118.65 130.41 122.89

総 収 益 総収益が総費用の何％に当たるかを表すもので、100％以上は黒字で、100％以下は赤字
　×　100

総 費 用 比 率 総 費 用 経営となる。

営 業 収 益 対
122.99 134.10 123.36

営業収益－受託工事収益 営業収益が営業費用の何％に当たるかを表し、業務活動の能率を示すもので、100％以上
　×　100

営 業 費 用 比 率 営業費用 が望ましい。

料

金

収

入

に

対

す

る

比

率

企 業 債 償 還 金
9.45 9.51 10.18

企業債償還元金 企業債償還能力を示すもので、この比率が小さいほど企業債への依存が小さく経営は安定
　×　100

対料金収入比率(A) 料　金　収　入 していることを示す。

上記と同様の意味を示すが、上記の企業債償還金対料金収入比率と企業債利息対料金収入

企 業 債 利 息
5.02 4.79 4.65

企 業 債 利 息
　×　100

　×　100
対 料 金 収 入 比 率

ない現状では事業投資の増加により企業債利息が増加し経営を圧迫するので施設利用率
対料金収入比率(B) 料　金　収　入

企業債元利償還金
14.47 14.30 14.83 （Ａ）＋（Ｂ）

料　金　収　入 率が高く固定費の増高を意味する。

対 料 金 収 入 比 率 の合計比率として、水道事業の経営を圧迫する指数として用いられる。

職 員 給 与 費
13.65 7.98 8.17

職 員 給 与 費 職員給与費の分析上最もよく用いられる指標の一つである。この比率が高いほど労働分配
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　　（附表　３）

（収益的収入） （収益的支出）

予 算 現 額 に う ち 仮 受 消 費 税 予 算 現 額 に うち仮払消費税

対 す る 割 合 及 び 地 方 消 費 税 対 す る 割 合 及び地方消費税

　　　 　　千円 　　　 　　千円 　　　　　　％ 　　　 　　千円 　　　　千円 　　　 　　　千円 　　　　　 　　％ 　　　 　　　千円

3,178,316 3,090,191 97.23 202,630 2,886,558 2,517,639 87.22 122,008

2,987,910 2,897,171 96.96 198,855 2,628,153 2,309,038 87.86 121,724

190,396 193,020 101.38 3,774 210,364 169,618 80.63 49

10 0 0.00 0 43,041 38,983 90.57 235

5,000 0 0.00 0

（資本的収入） （資本的支出）

予 算 現 額 に う ち 仮 受 消 費 税 予 算 現 額 に うち仮払消費税

対 す る 割 合 及 び 地 方 消 費 税 対 す る 割 合 及び地方消費税

　　　　千円 　　　 　　　千円 　　　　　 　　％ 　　　 　　　千円 　　　 千円 　　　 　　　千円 　　　　　 　　％ 　　　 　　　千円

275,582 167,877 60.92 0 1,217,254 899,136 73.87 42,084

50,000 50,000 100.00 0 959,501 641,384 66.85 42,084

225,582 117,877 52.25 0 257,753 257,752 100.00 0工 事 負 担 金 企 業 債 償 還 金

予 算 現 額 決  算  額

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

企 業 債 建 設 改 良 費

特 別 利 益 特 別 損 失

予 備 費

区      分 予 算 現 額 決  算  額 区      分

水 道 事 業 収 益 水 道 事 業 費 用

営 業 収 益 営 業 費 用

営 業 外 収 益 営 業 外 費 用

予　　算　　決　　算　　対　　照　　比　　率　　表

区      分 予 算 現 額 決  算  額 区      分 予 算 現 額 決  算  額
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　（附表　４）

    年　度

科　目

千円 千円 千円  % % 

（△損失） （Ａ） － （Ｂ） ＝ （Ｃ） 524,640 699,880 511,002 133.40 97.40

（Ａ） 2,807,040 2,752,450 2,698,316 98.06 96.13

（Ｂ） 2,282,400 2,052,570 2,187,314 89.93 95.83

（△損失） （Ｄ） － （Ｅ） ＝ （Ｆ） △ 68,569 △ 31,262 65,578 ― ―

（Ｄ） 64,881 94,655 189,245 145.89 291.68

（Ｅ） 133,450 125,917 123,667 94.36 92.67

（△損失） （Ｃ） ＋ （Ｆ） ＝ （Ｇ） 456,071 668,618 576,580 146.60 126.42

（Ｈ） 0 0 0 ― ―

（Ｉ） 4,568 4,723 38,748 103.39 848.25

（△純損失）（Ｇ） ＋ （Ｈ） - （Ｉ） 451,503 663,895 537,832 147.04 119.12

営業外収益

２５年度

営 業 費 用

２４年度

当 年 度 純 利 益

２５年度

営業外利益

営業外費用

経 常 利 益

２６年度

営 業 利 益

営 業 収 益

特 別 損 失

特 別 利 益

比　　　較　　　損　　　益　　　計　　　算　　　書

区　分 金                   額 対２４年度比率

年　度 ２６年度
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　　　（附表　５）

金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率 対前年度比率 金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率 対前年度比率 金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率 対前年度比率

　　　千円 　　　 ％ 　　 　 千円　　　 ％ 　　　  ％ 　　  　千円 　　　 ％ 　　  　千円 　　　 ％ 　　　  ％ 　　　  　千円 　　　 ％ 　　　 　千円 　　　 ％ 　　　  ％

221,027 100.00 208,793 92.11 94.46 1,831,543 93.34 1,978,521 93.19 108.02 2,052,570 94.02 2,187,314 93.09 106.56

24,200 10.95 24,329 10.73 100.53 1,199,903 61.15 1,187,290 55.92 98.95 1,224,103 56.07 1,211,619 51.56 98.98

43,036 19.47 44,542 19.65 103.50 107,196 5.46 103,122 4.86 96.20 150,232 6.88 147,664 6.28 98.29

12,728 5.76 19,727 8.70 154.99 46,039 2.35 70,066 3.30 152.19 58,767 2.69 89,793 3.82 152.79

59,101 26.74 57,616 25.42 97.49 118,793 6.05 117,665 5.54 99.05 177,894 8.15 175,281 7.46 98.53

81,962 37.08 62,579 27.61 76.35 31,789 1.62 32,410 1.53 101.95 113,751 5.21 94,989 4.04 83.51

－ － － － － 307,310 15.66 412,101 19.41 134.10 307,310 14.08 412,101 17.54 134.10

－ － － － － 20,513 1.05 55,867 2.63 272.35 20,513 0.94 55,867 2.38 272.35

－ － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － 125,917 6.42 123,667 5.82 98.21 125,917 5.77 123,667 5.26 98.21

－ － － － － 125,784 6.41 117,846 5.55 93.69 125,784 5.76 117,846 5.02 93.69

－ － － － － 133 0.01 5,821 0.27 著増 133 0.01 5,821 0.25 著増

－ － 17,874 7.89 皆増 4,723 0.24 20,874 0.98 441.96 4,723 0.22 38,748 1.65 820.41

－ － － － － 4,723 0.24 20,874 0.98 441.96 4,723 0.22 20,874 0.89 441.96

－ － 17,874 7.89 皆増 － － － － － － － 17,874 0.76 皆増

221,027 100.00 226,667 100.00 102.55 1,962,183 100.00 2,123,062 100.00 108.20 2,183,210 100.00 2,349,729 100.00 107.63

支払利息及び企業債取扱諸
費

業 務 費

雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

 合        　　　　     計

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営業外費用

２５年度 ２６年度

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

そ の 他 特 別 損 失

費　　　用　　　使　　　途　　　別　　　比　　　率　　　表

科          目

人         件          費 物 件 費 そ の 他 の 経 費 合                   計

２５年度 ２６年度 ２５年度 ２６年度
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（附表　６－１）

年 度

　　 　 　千円 　　　     　％ 　　 　 　  　千円 　　　　    　％ 　　　   　 　％ 　　 　   　　千円 　　     　 　％ 　　　   　 　％ 　　　      　千円 　　　　    　％

379,085 15.66 221,027 10.12 58.31 226,667 9.65 59.79 5,640 102.55

137,130 5.66 107,292 4.91 78.24 104,846 4.46 76.46 △ 2,446 97.72

90,233 3.73 72,643 3.33 80.51 57,546 2.45 63.77 △ 15,097 79.22

－ － － － － 12,213 0.52 皆　増 12,213 皆　増

107,422 4.44 6,300 0.29 5.86 － － 皆　減 △ 6,300 皆　減

44,300 1.83 34,792 1.59 78.54 31,951 1.36 72.12 △ 2,841 91.83

－ － － － － 2,237 0.10 皆　増 2,237 皆　増

－ － － － － 17,874 0.76 皆　増 17,874 皆　増

2,041,333 84.34 1,962,183 89.88 96.12 2,123,062 90.35 104.00 160,879 108.20

1,430 0.06 1,430 0.07 100.00 1,390 0.06 97.20 △ 40 97.20

294 0.01 253 0.01 86.05 193 0.01 65.65 △ 60 76.28

6 0.00 387 0.02 著　増 － － 皆　減 △ 387 皆　減

5,167 0.21 3,084 0.14 59.69 5,242 0.22 101.45 2,158 169.97

236 0.01 407 0.02 172.46 424 0.02 179.66 17 104.18

2,829 0.12 3,437 0.16 121.49 2,886 0.12 102.01 △ 551 83.97

1,265 0.05 1,396 0.06 110.36 683 0.03 53.99 △ 713 48.93

8,829 0.36 3,142 0.14 35.59 2,953 0.13 33.45 △ 189 93.98

270,461 11.17 263,218 12.06 97.32 256,775 10.93 94.94 △ 6,443 97.55

200 0.01 － － 皆　減 168 0.01 84.00 168 皆　増

1,754 0.07 1,060 0.05 60.43 1,143 0.05 65.17 83 107.83

805 0.03 790 0.04 98.14 865 0.04 107.45 75 109.49

9,204 0.38 7,723 0.35 83.91 5,663 0.24 61.53 △ 2,060 73.33

5,527 0.23 6,575 0.30 118.96 5,926 0.25 107.22 △ 649 90.13

75,009 3.10 70,988 3.25 94.64 100,693 4.29 134.24 29,705 141.85

14,542 0.60 16,808 0.77 115.58 16,957 0.72 116.61 149 100.89

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

動 力 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

報 償 費

法 定 福 利 費

物 件 費 そ の 他 の 経 費

児 童 手 当

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

そ の 他 特 別 損 失

法定福利費引当金繰入額

人 件 費

給 料

手 当 等

退 職 給 与 金

賞 与 引 当 金 繰 入 額

構成比率 対２４年度比率
対前年度比較

区 分
科　目 金    額 比    率

費　　　用　　　節　　　別　　　比　　　率　　　表

２４年度 ２５年度 ２６年度

金     額 構成比率 金     額 構成比率 対２４年度比率 金     額
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　　　　　　　　（附表　６－２）

年 度

　　 　千円 　　　     　％ 　　　 　   　千円 　　　      　％ 　　　　    　％ 　　　    　　千円 　　　     　％ 　　　　    　％ 　　 　   　　千円 　　　    　％

115 0.00 ― ― 皆　減 41 0.00 35.65 41 皆　増

7,600 0.31 7,062 0.32 92.92 4,262 0.18 56.08 △ 2,800 60.35

― ― 1,319 0.06 皆　増 349 0.01 皆　増 △ 970 26.46

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

1,168,978 48.30 1,112,530 50.96 95.17 1,096,297 46.66 93.78 △ 16,233 98.54

1,252 0.05 666 0.03 53.19 680 0.03 54.31 14 102.10

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

506 0.02 491 0.02 97.04 488 0.02 96.44 △ 3 99.39

295 0.01 281 0.01 95.25 266 0.01 90.17 △ 15 94.66

― ― 673 0.03 皆　増 1,943 0.08 皆　増 1,270 288.71

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― 4,266 0.18 皆　増 4,266 皆　増

306,750 12.67 307,310 14.08 100.18 412,101 17.54 134.34 104,791 134.10

9,445 0.39 20,499 0.94 217.04 46,667 1.99 494.09 26,168 227.66

8,273 0.34 ― ― 皆　減 9,146 0.39 110.55 9,146 皆　増

2,543 0.11 14 0.00 0.55 54 0.00 2.12 40 385.71

133,432 5.51 125,784 5.76 94.27 117,846 5.02 88.32 △ 7,938 93.69

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

18 0.00 133 0.01 738.89 5,821 0.25 著　増 5,688 著　増

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

4,568 0.19 4,723 0.22 103.39 20,874 0.89 456.96 16,151 441.96

2,420,418 100.00 2,183,210 100.00 90.20 2,349,729 100.00 97.08 166,519 107.63合 計

企業債手数料及び諸費

不 用 品 売 却 原 価

そ の 他 雑 支 出

材 料 売 却 原 価

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損

有形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

撤 去 費

棚 卸 資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息

交 際 費

食 糧 費

保 険 料

厚 生 費

賃 金

公 課 費

薬 品 費

材 料 費

補 償 金

負 担 金

受 水 費

会 費 負 担 金

構成比率 対２４年度比率
対前年度比較

区 分
科 目 金    額 比    率

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

２４年度 ２５年度 ２６年度

金     額 構成比率 金     額 構成比率 対２４年度比率 金     額
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　　　　（附表　７）

資産の部 負債の部

構成比率 構成比率 金   額 比  率 金　額 構成比率 構成比率 金　額 比　率
 　　　％  　　　％ 　　　　 　千円  　　　％ 　 千円  　　　％  　　　％ 　　　　　千円  　　　％

18,995,812 19,460,897 4,938,760 38.26 4,635,884 34.60 △ 302,876 93.87

（ 9,231,674 ） （ 9,556,227 ） 4,379,211 33.92 4,149,310 30.97 △ 229,901 94.75

9,764,138 75.64 9,904,670 73.93 140,532 101.44 241,049 1.87 179,216 1.34 △ 61,833 74.35

18,993,779 19,458,864 318,500 2.47 307,358 2.29 △ 11,142 96.50

（ 9,231,674 ） （ 9,556,227 ） 645,649 5.00 896,860 6.69 251,211 138.91

9,762,105 75.63 9,902,637 73.91 140,532 101.44 257,752 2.00 279,901 2.09 22,149 108.59

154,113 1.19 154,113 1.15 0 100.00 247,476 1.92 459,999 3.43 212,523 185.88

906,725 905,096 30,629 0.24 28,351 0.21 △ 2,278 92.56

（ 555,211 ） （ 567,001 ） ― ― 15,217 0.11 15,217 皆増

351,514 2.72 338,095 2.52 △ 13,419 96.18 ― ― 2,777 0.02 2,777 皆増

16,210,995 16,476,040 109,792 0.85 110,615 0.83 823 100.75

（ 7,304,507 ） （ 7,597,894 ） ― ― ― ― ― ―

8,906,488 69.00 8,878,146 66.27 △ 28,342 99.68 5,133,398 5,221,751

1,580,705 1,574,635 長期前受金 （ 2,107,128 ） （ 2,214,097 ）

（ 1,286,341 ） （ 1,301,614 ） 3,026,270 23.44 3,007,654 22.45 △ 18,616 99.38

294,364 2.28 273,021 2.04 △ 21,343 92.75 267,154 264,742

24,063 20,126 （ 95,326 ） （ 100,912 ）

（ 22,417 ） （ 19,014 ） 171,828 1.33 163,830 1.22 △ 7,998 95.35

1,646 0.01 1,112 0.01 △ 534 67.56 4,856,387 4,947,152

92,228 95,554 （ 2,011,041 ） （ 2,112,234 ）

（ 63,198 ） （ 70,704 ） 2,845,346 22.04 2,834,918 21.16 △ 10,428 99.63

29,030 0.22 24,850 0.19 △ 4,180 85.60 9,857 9,857

24,950 0.19 233,300 1.74 208,350 935.07 （ 761 ） （ 951 ）

2,033 0.02 2,033 0.02 0 100.00 9,096 0.07 8,906 0.07 △ 190 97.91

2,033 0.02 2,033 0.02 0 100.00 8,610,679 66.71 8,540,398 63.75 △ 70,281 99.18

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― 資本の部

3,144,384 24.36 3,492,868 26.07 348,484 111.08 1,876,862 14.54 1,876,862 14.01 0 100.00

2,685,404 20.80 3,044,992 22.73 359,588 113.39 1,876,862 14.54 1,876,862 14.01 0 100.00

441,683 3.42 428,229 3.20 △ 13,454 96.95 2,420,981 18.75 2,980,278 22.24 559,297 123.10

383,431 350,854 23,272 0.18 23,273 0.17 1 100.00

20,788 17,365 2,397,709 18.57 2,957,005 22.07 559,296 123.33

362,643 2.81 333,368 2.49 △ 29,154 91.93 4,297,843 33.29 4,857,140 36.25 559,297 113.01

21,938 0.17 2,918 0.02 △ 19,141 12.75

57,102 0.44 91,943 0.69 34,841 161.02

― ― ― ― ― ―

17,182 0.13 18,041 0.13 859 105.00

115 0.00 1,606 0.01 1,491 著　増

― ― ― ― ― ―

12,908,522 100.00 13,397,538 100.00 489,016 103.79 12,908,522 100.00 13,397,538 100.00 489,016 103.79

中段（　　）は減価償却累計額　　下段は差引金額

貸                       方

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

建 設 改 良 企 業 債

建 設 改 良 企 業 債

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

期     末 期 首 期 末 比 較

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

資  産  合  計

現 金 預 金

未 収 金

営 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

他 会 計 貸 付 金

営 業 未 収 金

投 資

資 本 剰 余 金

長 期 貸 付 金

利 益 剰 余 金

流 動 資 産 資 本 金

自 己 資 本 金

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

国 庫 補 助 金

負 債 合 計

機 械 及 び 装 置

車 輛 運 搬 具

工具器具及び備品

受贈財産評価額

工 事 負 担 金

そ の 他 流 動 負 債構 築 物

繰 延 収 益

未 払 金

前 受 金

建 設 仮 勘 定

修 繕 引 当 金

有 形 固 定 資 産 流 動 負 債

土 地

預 り 金

建 物

金　額
　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

固 定 資 産

固 定 負 債

退 職 給 与 引 当 金

期　　首　　・　　期　　末　　比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

科       目

借                         方

科       目期         首 期         末 期 首 期 末 比 較 期     首

金   額 金   額
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